
健康保険法等の一部改正に伴う「川崎市病院事業

の設置等に関する条例」の一部改正について

１ 目的・概要  別紙１参照 

   保険医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携の更なる推進を図ることを

目的に、健康保険法等が改正され、一定規模以上の保険医療機関については、「紹

介状なしに受診した初診患者」、及び「逆紹介する旨を申し出たにも関わらず受

診した再診患者」に対して、一定額以上の徴収を行うことが責務とされたことか

ら、「川崎市病院事業の設置等に関する条例」の一部を改正し、その種類及び負

担額を定める。 

２ 根拠法令等  別紙２参照 

・ 健康保険法（平成 27 年法律第 31 号により一部改正） 

・ 保険医療機関及び保険医療養担当規則（平成 28 年厚生労働省令第 27 号によ

り一部改正） 

・ 高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担

当に関する基準（平成 28 年厚生労働省告示第 50 号により一部改正） 

・ 療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事

項等（平成 28 年厚生労働省告示第 51 号により一部改正） 

・ 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養（平成 28 年厚生

労働省告示第 60 号により一部改正） 

３ 対象となる病院 

   厚生労働省令により「特定機能病院（※１）」及び「一般病床 500 床以上の地域

医療支援病院（※２）」が対象とされており、３病院の中では川崎病院が該当する。 

病床数 機 能 

川崎病院 713 床（一般病床 663 床） 地域医療支援病院（H28.3.30 承認） 

井田病院 383 床（一般病床 343 床） － 

多摩病院 376 床（一般病床 376 床） 地域医療支援病院（H23.3.1 承認） 

※１ 特定機能病院：医療法第４条の２第１項の規定に基づき、高度の医療の提供、高度の医療

技術の開発及び高度の医療に関する研修を実施する能力等を備えた病院として厚生労働大

臣が承認した病院。大学病院や国立病院などが承認を受けている。 

※２ 地域医療支援病院：医療法第４条第１項の規定に基づき、紹介患者に対する医療提供、医

療機器等の共同利用の実施等を通じて、第一線の地域医療を担うかかりつけ医、かかりつ

け歯科医等を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病院として相応しい構造設備等

を有するものについて、都道府県知事が承認した病院。 

４ 改正内容  別紙３参照 

   厚生労働告示「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が

定める掲示事項等」に規定する下限額を基本として、非紹介患者初診加算料（※３）

及び再診患者加算料（※４）の額を設定する。 

※３ 非紹介患者初診加算料：他の病院又は診療所からの文書による紹介がなく初診を受ける者

の当該初診に係る加算料 

※４ 再診患者加算料： 診療をした医師又は歯科医師が他の病院又は診療所に対して文書による

紹介を行う旨の申出を行ったにもかかわらず、再診を受ける者の当該再診に係る加算料 

（１）非紹介患者初診加算料（※３）の改定 

   ２，０００円 ⇒ 医科５，０００円、歯科３，０００円 

（２）再診患者加算料（※４）の新設 

   医科２，５００円、歯科１，５００円 

５ 施行期日 

  平成２８年１０月１日（※５）

※５ 「保険医療機関及び保険医療養担当規則」の改定において、条例改正が必要な公的医療機

関については、条例の制定等に要する期間を考慮し、６か月間の経過措置が設けられてい

るため、本市においても、条例改正及び公布からの周知期間を勘案し、１０月１日施行と

するものである。 

６ 他の医療機関の改定状況 

病院名 非紹介患者初診加算料 再診患者加算料 

●聖マリアンナ医科大学病院 医科 4000 円 ⇒ 5000 円 

※歯科（標榜なし） 

＜新設＞  医科 2500 円 

※歯科（標榜なし） 

関東労災病院 医科 5000 円（改定せず） 

歯科 5000 円（改定せず） 

医科 1000 円 ⇒ 2500 円 

歯科 1000 円 ⇒ 2500 円 

浜松医療センター 医科 3000 円 ⇒ 5000 円 

歯科 3000 円 ⇒ 5000 円 

＜新設＞  医科 2500 円 

＜新設＞  歯科 2500 円 

●京都市立病院 医科 3000 円 ⇒ 5000 円 

歯科 3000 円（改正せず） 

＜新設＞  医科 2500 円 

＜新設＞  歯科 1500 円 

 大阪市立総合医療センター 医科 2500 円 ⇒ 5000 円 

歯科 2500 円 ⇒ 5000 円 

＜新設＞  医科 2500 円 

＜新設＞  歯科 2500 円 

●神戸市立医療センター中央 

市民病院 

医科 2500 円 ⇒ 5000 円 

歯科 2500 円 ⇒ 3000 円 

＜新設＞  医科 2500 円 

＜新設＞  歯科 1500 円 

  ●印 「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」（厚

生労働省告示）に規定する下限額を、加算料として設定している（医科と歯科の金額に差

をもうけている）病院
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資料１



 別紙１  厚生労働省ホームページから
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別紙２  関連法令関係図

「高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に 

関する基準」（厚生労働省告示）の一部改正 

 （一部 

第５条 

２（略） 

３ 保険医療機関のうち、医療法第４条第１項に規定する地域医療支援病院（同法第７条第２

項第５号に規定する一般病床の数が５００以上であるものに限る。）及び医療法第４条の２

第１項に規定する特定機能病院であるものは、健康保険法第７０条第３項に規定する保険医

療機関相互間の機能の分担及び業務の連携のための措置として、次に掲げる措置を講ずるも

のとする。

一 患者の病状その他の患者の事情に応じた適切な他の保険医療機関を当該患者に紹介する

こと。

二 選定療養（厚生労働大臣の定めるものに限る。）に関し、当該療養に要する費用の範囲

内において厚生労働大臣の定める金額以上の金額の支払いを求めること。（厚生労働大臣

の定める場合を除く。） 

高齢者の医療の確保に関する法律 

（療養の給付）

第６４条 後期高齢者医療広域連合は、被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養

の給付を行う。ただし、当該日保険者が被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この

限りでない。

 一 診察

 二 薬剤又は

 三 処置、手術

 四 居宅における

 五 病院又は

２ 次に掲げる

 一～四（略）

 五 被保険者の選定に係る特別の病室の提供その他の厚生労働大臣が定める療養（以下「選

定療養」という。）

３～７（略

「保険医療機関及び保険医療養担当規則」（厚生労働省令）の一部改正 

 （一部負担金等の受領）

第５条（略）

２（略）

３ 保険医療機関のうち、医療法第４条第１項に規定する地域医療支援病院（同法第７条第２

項第５号に規定する一般病床の数が５００以上であるものに限る。）及び医療法第４条の２

第１項に規定する特定機能病院であるものは、健康保険法第７０条第３項に規定する保険医

療機関相互間の機能の分担及び業務の連携のための措置として、次に掲げる措置を講ずるも

のとする。

一 患者の病状その他の患者の事情に応じた適切な他の保険医療機関を当該患者に紹介する

こと。

二 選定療養（厚生労働大臣の定めるものに限る。）に関し、当該療養に要する費用の範囲

内において厚生労働大臣の定める金額以上の金額の支払いを求めること。（厚生労働大臣

の定める場合を除く。）

「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」 

（厚生労働省告示）の一部改正

第１の２ 療担規則第５条第３項及び療担基準第５条第３項の厚生労働大臣の定める選定療養

厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養第２条第４号及び第５号に掲げ

るもの

第１の３ 療担規則第５条第３項第２号及び療担基準第５条第３項第２号の厚生労働大臣の定

める金額

 一 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養第２条第４号の初診に係る

厚生労働大臣が定める金額

 （一）医師である保険医による初診の場合 ５千円

 （二）歯科医師である保険医による初診の場合 ３千円

 二 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養第２条第５号の再診に係る

厚生労働大臣が定める金額

 （一）医師である保険医による再診の場合 ２千５百円

 （二）歯科医師である保険医による初診の場合 １千５百円

「厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養」（厚生労働省告示） 

第２条 健康保険法第６３条第２項第５号及び高齢者の医療の確保に関する法律第６４条第２

項第５号に規定する選定療養は、次の各号に掲げるものとする。

 一～三（略）

四 病床数が２百以上の病院について受けた初診

 五 病床数が２百以上の病院について受けた再診

改

改

改

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律 

（平成２７年５月２７日公布）

「健康保険法」の一部改正 

（保険医療機関又は保険薬局の責務）

第７０条（略）

２（略）

３ 保険医療機関のうち医療法第４条の２に規定する特定機能病院その他の病院であって厚生

労働省令で定めるものは、患者の病状その他の患者の事情に応じた適切な他の保険医療機関

を当該患者に紹介することその他保険医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携のための

措置として厚生労働省令で定める措置を講ずるものとする。

健康保険法

（療養の給付）

第６３条 被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行う。

一 診察

二 薬剤又は治療材料の支給

三 処置、手術その他の治療

四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

２ 次に掲げる療養に係る給付は、前項の給付に含まれないものとする。

 一～四（略）

 五 被保険者の選定に係る特別の病室の提供その他の厚生労働大臣が定める療養（以下「選

定療養という。」

３～７（略）

改
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別紙２ 川崎市病院事業の設置等に関する条例 新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市病院事業の設置等に関する条例 ○川崎市病院事業の設置等に関する条例 

昭和41年12月19日条例第42号 昭和41年12月19日条例第42号

別表（第６条、第16条関係） 別表（第６条、第16条関係） 

１ 使用料又は利用料金 １ 使用料又は利用料金 

 種別 金額 付記 種別 金額 付記  

 （略） （略） （略）  （略） （略） （略）

 非紹介患者初診加算料（健康保険法（大正

１１年法律第７０号）第６３条第２項第５

号又は高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第６４条第２

項第５号に規定する選定療養（川崎病院に

おいては、健康保険法第７０条第３項に規

定する措置に係るものに限る。以下「選定

療養」という。）のうち初診を受ける者（徴

収しないことについて正当な理由があると

管理者が認めた者を除く。）の当該初診に

係る加算料をいう。） 

川崎病院 医師による初

診については

5,000 円、歯

科医師による

初診について

は 3,000 円

  非紹介患者初診加算料（他の医療機関からの

文書による紹介がなく初診を受ける者（緊急

その他やむを得ない事情があると管理者が

認めた者を除く。）の当該初診に係る加算料

をいう。） 

2,000円  

井田病院

及び多摩

病院

2,000 円

 再診患者加算料（選定療養のうち再診を受ける者（徴

収しないことについて正当な理由があると管理者が

認めた者を除く。）の当該再診に係る加算料をいう。)

医師による

再診につい

て は 2,500

円、歯科医師

による再診

については

1,500円 

川 崎

病 院

に 限

る。

 （略） （略） （略）  （略） （略） （略）
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別紙３


